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茅ヶ崎市における人事行政運営等の状況について 

 

 本市では、平成２５年１月に策定した茅ヶ崎市職員の人材育成基本方針（改訂版）に基づき、

市民サービスの向上を目指し、職員の育成を図っています。こうした職員の給与や勤務時間の状

況等について、市民のみなさまに広く知っていただくことを目的として、茅ヶ崎市人事行政の運

営等の状況の公表に関する条例に基づき公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

(1) 職員の総数 

       一般職の職員の条例上の定数と現在の職員数 

（各年４月１日現在、単位：人）   

区 分 令和３年 令和２年 増 減 

職 員 定 数 ２，２２４ ２，２２４ - 

職 員 数 

総  数 
２，２２２ 

（９８） 

２，２６２ 

（９３） 

▲４０ 

（５） 

うち女性職員数 
１，０７６ 

（２５） 

１，０９３ 

（２１） 

▲１７ 

（４） 

(注） １ 一般職の職員には、一般行政職、技能労務職、医療職があります。 

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員の職員数で、外数としており、職員定数には含

みません。 

３ 育児休業中の職員は、職員定数には含みませんが、職員数には含んでいます。 

４ フルタイム会計年度任用職員は、職員数２１名（うち女性職員数６名）で、外数と

しており、職員定数には含みません。 

 

(2) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

         (各年４月１日現在、単位：人) 

区 分 

職員数 対前年

増減数 主 な 増 減 理 由 令和３年 令和２年 

 

 

 

一般 

行政 

部門 

 

議会 １３ １３ ０  

総務 ２８７ ３１１ ▲２４ 組織改正 等 

税務 ６６ ６６ ０   

民生 ２６３ ２５９ ４ 特定定額給付金事務 等 

衛生 ２２９ ２２１ ８ 新型コロナウイルス関連事務 等 

労働 ５ ５ ０  
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一般 

行政 

部門 

農水 １６ １７ ▲１ 職員定数の見直し 等 

商工 １９ ２１ ▲２ プレミアム付商品券事業終了 等 

土木 １５９ １６６ ▲７ 職員定数の見直し 等 

小計 １，０５７ １，０７９ ▲２２  

特別 

行政 

部門 

教育 

一般 
２１０ ２１４ ▲４ 移動図書館の廃止 等 

消防 ２５８ ２５６ ２ 会計年度任用職員を再任用職員へ変更 

小計 ４６８ ４７０ ▲２  

公営企

業等会 

計部門 

病院 ５８１ ６０２ ▲２１ 欠員不補充 等 

下水道 ２８ ３０ ▲２ 職員定数の見直し 等 

その他 ８８ ８１ ７ 保険料徴収事務強化 等 

小計 ６９７ ７１３ ▲１６  

合計 ２，２２２ ２,２６２ ▲４０  

病院・消防を

除いた職員数

計 

１，３８３ １，４０４ ▲２１  

（注） 職員数は、令和３年地方公共団体定員管理調査に基づくものです。 

 

(3) 年齢別職員数の状況 

ア 年齢別職員数の状況                    (令和３年４月１日現在) 

 

イ 全職員の平均年齢             （各年４月１日現在）          

区 分 令和３年 令和２年 

平均年齢 ４０．８歳 ４０．４歳 

 

 

2人

404人

674人 651人

420人

71人

0人
100人
200人
300人
400人
500人
600人
700人
800人

10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69
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(4) 県内各市職員数状況（人口１,０００人あたりの職員数が少ない上位８市） 

（令和２年４月１日現在・単位：人）   

順位 団 体 名 人  口 職 員 数 
人口１,０００人 

あたりの職員数 

１ 大和市 ２３８，５３０ １，０３４ ４．３３ 

２ 座間市 １３０，６８６ ５７７ ４．４２ 

３ 伊勢原市 １０２，０４６ ４７７ ４．６７ 

４ 海老名市 １３４，７１４ ６３４ ４．７１ 

５ 秦野市 １６４，４９８ ７９２ ４．８１ 

６ 藤沢市 ４３５，１２１ ２，１９６ ５．０５ 

７ 厚木市 ２２４，１３９ １，１９１ ５．３１ 

８ 茅ヶ崎市 ２４１，９２５ １，２９３ ５．３４ 

県内１６市平均 ５．４１ 

（注） １ 職員数は、消防、公営企業等会計従事者を除いた数で比較しています。 

２ 「令和２年地方公共団体定員管理調査」より算出しています。 

３ 横浜市、川崎市及び相模原市を除いて比較しています。 

 

(5) 採用者の状況 

ア 職種別・採用方法別職員数                    （単位：人） 

区 分 
令和２年度 令和元年度 

試験採用 選考採用 計 試験採用 選考採用 計 

一般行政職 
７３ 

（５３） 

８１ 

（１４） 

１５４ 

（６７） 

９１ 

（５９） 

９３ 

（１７） 

１８４ 

（７６） 

技能労務職 
４ 

（２） 

５２ 

（９） 

５６ 

（１１） 

１３ 

（７） 

５３ 

（９） 

６６ 

（１６） 

医 療 職 
３３ 

（２９） 

３１ 

（１３） 

６４ 

（４２） 

５１ 

（４０） 

３７ 

（２０） 

８８ 

（６０） 

消 防 職 
９ 

（１） 

９ 

（０） 

１８ 

（１） 

５ 

（１） 

８ 

（０） 

１３ 

（１） 

計 
１１９ 

（８５） 

１７３ 

（３６） 

２９２ 

（１２１） 

１６０ 

（１０７） 

１９１ 

（４６） 

３５１ 

（１５３） 

（注）１ 職員数は各年度に採用した人数を記載しています。 

２ （ ）内は、女性の採用者数であり、内数です。 

３ 選考採用には、再任用職員を含みます。 
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イ 採用試験の実施状況                  （令和２年度・単位：人）   

区 分 受 験 者 
１次試験 

合 格 者 

２次試験 

合 格 者 
最終合格者 倍 率 

一般行政職 １，２７９ １７７ ７５ ２９ ４４．１倍 

技能労務職 ６１ １０ ７ ２ ３０．５倍 

医 療 職      

医療技師 ２５ １４ ４ ４ ６．３倍 

看護師・助産師 ２５ ８  ８ ３．１倍 

消 防 職 １６７ ６４ ３３ １６ １０．４倍 

計 １，５５７ ２７３ １１９ ５９  

（注） １ 人数は令和２年度に実施した採用試験の人数を記載しています。 

２ 採用試験を複数回実施したものは、合計の数で倍率を計算しています。 

３ 医療技師は、職種によっては１次試験で合格者を選出しています。 

 

(6) 退職者の状況 

退職には、以下の事由の退職があります。   

定年退職：定年（原則６０歳。ただし、医師は６５歳）により退職する場合  

自己都合退職：本人の都合により退職する場合 

その他：死亡による退職、任期の満了による退職又は他の行政機関等への転出 

【事由別退職者の数】 

（令和２年度・単位：人）   

区 分 定  年 自己都合 そ の 他 計 

一般行政職 
１８ 

（２４） 

１０ 

（１５） 

３１ 

（２４） 

５９ 

（６３） 

 うち管理職 
１４ 

（１７） 

０ 

（０） 

３ 

（２） 

１７ 

（１９） 

技能労務職 
１２ 

（７） 

３ 

（２） 

１ 

（０） 

１６ 

（９） 

 うち管理職     

医療職 
７ 

（３） 

４５ 

（４２） 

４ 

（３） 

５６ 

（４８） 

 うち管理職 
２ 

（１） 

１６ 

（１６） 

１ 

（２） 

１９ 

（１９） 

消防職 
５ 

（５） 

３ 

（５） 

１ 

（０） 

９ 

（１０） 

 うち管理職 
４ 

（３） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

４ 

（３） 

計 
４２ ６１ ３７ １４０ 

（３９） （６４） （２７） （１３０） 
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 うち管理職 
２０ 

（２１） 

１６ 

（１６） 

４ 

（４） 

４０ 

（４１） 

（注） （）内は、令和元年度の状況です。 

 

(7)  再任用の状況 

再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を任用する制度です。 

なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それよりも短時

間勤務する短時間勤務職員があります。 

（各年４月１日現在・単位：人）   

区 分 
令和３年 令和２年 

常時勤務職員 短時間勤務職員 常時勤務職員 短時間勤務職員 

一般行政職 ３０ ５４ ３１ ５８ 

技能労務職 ２０ ３５ ２５ ２７ 

医 療 職 １０ ９ ９ ８ 

計 ６０ ９８ ６５ ９３ 

 

(8) 障害者の任用状況      

（各年度６月１日現在） 

区 分 雇用率 

令和２年度 ２．３５％ 

令和元年度 ２．０３％ 

（注） 令和２年６月１日時点の法定雇用率は、２.５％です。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

 

(1) 職員の人事評価制度の概要 

平成１６年３月に茅ヶ崎市職員の人材育成基本方針を策定し「あるべき職員の姿」を定め、

その職員像に近づくための人材育成の取組みの一環として「人事評価制度」を導入しました。 

評価は、全職員を対象に中間評価及び期末評価の年２回実施し、当該職位に求められる職

務遂行能力がどのように発揮されているかを評価する能力・意欲態度評価と、実際に行うべ

き業務がどれだけ行われたかを評価する業績評価の２つの評価を組み合わせて実施していま

す。 

 

(2) 人事評価結果の活用状況 

平成２８年度より全職員を対象に人事評価結果を勤勉手当及び昇給等へ反映させていま

す。令和２年度は評価方法を一部見直しつつ中間評価（令和２年４月１日～令和２年９月３

０日）及び期末評価（令和２年１０月１日～令和３年３月３１日）を実施しました。 

また、令和２年４月より会計年度任用職員制度の開始に伴い、会計年度任用職員を対象と

した人事評価を任期毎に実施し、再度の任用を行う場合の客観的な能力実証として人事評価

結果を活用しています。 
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３ 職員の給与の状況 

 

(1) 人件費の状況 

人件費とは、職員に支給される給与のほか、特別職に支給される給料・報酬等、職員が加

入している地方共済組合に事業主として支払う負担金等を合計したものです。 

（普通会計決算）   

区 分 
住民基本台帳 

人口（年.月.日） 

歳 出 額 

Ａ 
実質収支 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

令和２年度 
人 

244,475 (3.1.1) 

千円 

99,447,294 

千円 

6,477,775 

千円 

14,351,056 

％ 

14.4 

令和元年度 
人 

243,884 (2.1.1) 

千円 

73,209,944 

千円 

3,422,470 

千円 

14,120,702 

％ 

19.3 

 

(2) 職員給与費の状況 

職員給与費とは、職員に支給する給与の総額をいいます。 

（一般会計予算・単位：千円）  

区 分 

職員

数

(人)

Ａ 

給  与  費 
１人あたり 

給与費 B/A 給 料 職員手当 
期末・勤勉

手当 
計 Ｂ 

令和３年度 
1,626 

(130) 
5,856,522 2,070,416 2,568,853 10,495,791 6,455 

令和２年度 
1,635 

(132) 
5,965,371 2,093,724 2,581,576 10,640,671 6,508 

(注）１ 職員手当には、退職手当を含みません。 

２ 給与費は、当初予算に計上された額です。地方共済組合への負担金は含みません。 
３ 職員数は、一般会計に属する職員で、（ ）内は再任用職員で内数です。 
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(3) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

   （各年度４月１日現在）   

区 分 

行政職給料表(1)適用職員 行政職給料表(2)適用職員 

平均給料

月額(円) 

平均給与

月額(円) 
平均年齢 

平均給料

月額(円) 

平均給与

月額(円) 
平均年齢 

令和３年度 305,832 415,384 40.0 歳 304,891 373,487 48.0 歳 

令和２年度 303,849 413,729 39.6 歳 303,901 370,296 48.1 歳 

（注）「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外 

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお 

いて明らかにされているものです。 

 

(4) 職員の初任給の状況                      

（令和３年４月１日現在・単位：円）         

区  分 
茅ヶ崎市 国（一般職） 

決定初任給 決定初任給 

一般行政職 

大学卒 
190,400 

（190,400） 

182,200 

（182,200） 

高校卒 
160,100 

（160,100） 

150,600 

（150,600） 

技能労務職 25 歳採用の労務職 
192,500 

（192,500） 
 

（注）（）内は、令和２年４月１日現在の状況です。 

 

(5) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

（令和３年４月１日現在・単位：円）     

区  分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 

一般行政職 大学卒 
262,350   

（262,356） 

364,960

（364,117） 

390,942

（369,800） 

技能労務職 - 
246,090 

（237,578） 

338,200

（357,933） 

363,828

（363,328） 

（注）（）内は、令和２年４月１日現在の状況です。 
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(6) 給料表の種類、級数、額等の概要 

職員の給料については、職務の内容に応じて区分される「給料表」と、職務の複雑さ、困難

さ及び責任の度合いにより区分される「級」と、給料表と級に応じて定められている「号給」

ごとにその額が決められています。  

（令和３年４月１日現在・単位：百円）  

種 類  １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

一般行政職 
最高額 2,476 2,934 3,468 3,947 4,000 4,250 4,611 5,087 

最低額 1,461 1,889 2,174 2,642 2,897 3,192 3,629 4,339 

技能労務職 
最高額 2,596 2,958 3,468 3,925 3,980    

最低額 1,399 1,574 1,908 2,642 2,897    

 

(7) 一般行政職の級別職員数の状況 

（令和３年４月１日現在・単位：人） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計 

標準的な 

職務内容 
主事 主事 

副主査 

主任 

担当主査 

主査 

課長補佐 

副主幹 

課長 

主幹 

部長 

参事 
理事  

職員数 

(人) 

45 

(34) 

111 

(69) 

378 

(189) 

131 

(54) 

151 

(25) 

104 

(24) 

23 

(2) 

2 

(0) 

945 

(397) 

構成比 

(%) 
4.8 11.7 40.0 13.9 16.0 11.0 2.4 0.2 100 

１年前の

構成比

（％） 

6.4 12.6 37.9 13.6 14.8 11.6 2.6 0.3 100 

（注）１ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

２ 職員数は、給与実態調査に基づいた全体の数から、医療職、消防職、税務職、技能労

務職等を除いたものです。 

３ （）内は、女性の職員数であり、内数です。 

４ 構成比は、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位まで表示しているた

め、合計が１００％にならないことがあります。 

 

(8) 昇給の実施状況 

   昇給には以下のものがあります。 

  ア 査定昇給 

    職員の昇給は、1月 1日に、前年 9月 30日以前１年間におけるその者の勤務成績に応じ

て行います。この場合において、同日の翌日から昇給を行う日の前日までの間に当該職員

が地方公務員法第 29 条の規定による懲戒処分を受けたことその他これに準ずるものとし

て規則で定める事由に該当したときは、これらの事由を併せて考慮するものとします。 
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イ その他の昇給 

 それ以外に昇給できる場合としては、次の場合があります。 

・研修に参加し、その成績が特に良好な場合 

・業務成績の向上、能率増進、発明考案等により職務上特に功績があったことにより表彰を

受けた場合 

・職制若しくは定員の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じたことにより退職す

る場合 

・勤務成績が良好である職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤となり、又は著

しい障害の状態となった場合 

 

(9) 高齢層職員の昇給抑制制度の概要 

高齢層職員の昇給抑制制度とは、民間企業等との均衡を図るため、一定年齢以上の職員に

ついて、昇給を抑制する制度です。なお、昇給抑制とは、昇給時の昇給号給数を半分にする

ことです。 

区 分 

昇給抑制年齢 昇給停止年齢 該当職員数（茅ヶ崎市） 

茅ヶ崎市 国 令和２年度 令和元年度 

一般行政職 ５６歳以上 ５５歳以上 １００人 １１４人 

技能労務職 ５６歳以上 ５７歳以上 ４４人 ４３人 

 

(10) 職員手当の状況 

職員は、次の手当が支給されます。 

期末手当・勤勉手当：民間企業のボーナス等に相当する手当 

退職手当：退職したときに支給される一時金 

地域手当：地域における民間の賃金水準を基礎とし物価等を考慮して職員に支給される手当 

特殊勤務手当：危険、困難、不健康な業務等に従事したときに支給される手当 

時間外勤務手当：正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当 

その他の手当：扶養手当、住居手当、通勤手当、管理職手当等 
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ア 期末手当・勤勉手当の状況                  （令和２年度支給割合） 

区 分 
茅ヶ崎市の支給割合 国の支給割合 

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

６月期 
1.3 月分 

(0.725 月分) 

0.95 月分 

(0.45 月分) 

2.25 月分 

(1.175 月分) 

1.3 月分 

(0.725 月分) 

0.95 月分 

(0.45 月分) 

2.25 月分 

(1.175 月分) 

１２月期 
1.25 月分 

(0.725 月分) 

0.95 月分 

(0.45 月分) 

2.20 月分 

(1.175 月分) 

1.25 月分 

(0.725 月分) 

0.95 月分 

(0.45 月分) 

2.20 月分 

(1.175 月分) 

計 
2.55 月分 

(1.45 月分) 

1.9 月分 

(0.9 月分) 

4.45 月分 

(2.35 月分) 

2.55 月分 

(1.45 月分) 

1.9 月分 

(0.9 月分) 

4.45 月分 

(2.35 月分) 

加算措置

の状況 

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり 

役職加算（5～20％） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり 

役職加算（5～20％）・管理職加算（10～25％） 

（注）（）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

（注）令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の市民生活への影響に鑑み、管理職の

期末勤勉手当を総額から 8％減額し支給しています。 

 

イ 退職手当の状況                   （令和３年４月１日現在） 

区 分 
茅ヶ崎市の支給率 国の支給率 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 

その他の加算措置 
早期退職特例措置あり 

（２～２０％加算） 

早期退職特例措置あり 

（２～４５％加算） 

退職時特別昇給 平成１７年１月１日廃止 平成１６年５月１日廃止 

１人あたり平均支給額 
２，２７２ 

千円 

２０，５４５ 

千円 
 

（注）退職手当の１人あたり平均支給額は、令和２年度に退職した全会計に係る職員に支給され

た平均額です。 

 

ウ 地域手当の状況                 （令和２年度一般会計決算） 

支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

茅ヶ崎市全域 １０％ １，５４９人（１３５人） １０％ 

支給対象職員１人あたり平均支給年額 ３６１，８２１円 

（注）（）内は、再任用職員であり外数です。 
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エ 特殊勤務手当の状況               （令和２年度一般会計決算） 

区     分 全  職  種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 １９．１％ 

支給職員１人あたり平均支給年額 ９６，８１９円 

手当の種類（手当数） １４種類 

代表的な手当の名称 

高所作業手当・福祉業務手当 

建築確認等業務手当・救急医療業務手当 

夜間医療業務手当・救急等業務手当 

 

オ 時間外勤務手当の状況                  （各年度一般会計決算） 

令和２年度 
支給総額 ５４５，５７３千円  

職員１人あたり支給年額 ３６０千円  

令和元年度 
支給総額 ６４７，１１９千円  

職員１人あたり支給年額 ４２８千円  

 

カ その他の手当の状況                （令和３年４月１日現在） 

区 分 内  容 茅 ヶ 崎 市 国 
茅ヶ崎市の 
支 給 実 績 

茅ヶ崎市の 

支給職員 
１人あたり 

平均支給年額 

扶 養 手 当 

配偶者 7,800 円 6,500 円 

193,307 千円 288 千円 子 11,300 円 10,000 円 

父母等 7,800 円 6,500 円 

住 居 手 当 30,700 円を限度 28,000 円を限度 243,110 千円 250 千円 

通 勤 手 当 

交通機関利用者 実 費 55,000 円を限度 

89,432 千円 69 千円 交通用具使用者(片

道 2km 以上) 

2,000 円 

～31,600 円 

2,000 円 

～31,600 円 

管理職手当 
管理職の職務に応

じて支給(定額) 

68,000 円 

～131,000 円 

46,300 円 

～139,300 円 
159,783 千円 934 千円 

管理職員特

別勤務手当 

管理職が臨時又は

緊急の必要等で勤

務した場合に支給 

3,000 円 

～18,000 円 

6,000 円 

～18,000 円 
1,470 千円 8 千円 

（注）茅ヶ崎市の支給実績及び支給職員１人あたり平均支給年額は令和２年度一般会計決算で

す。  
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(11) 特別職の報酬等の状況                

（令和３年４月１日現在）    

区   分 給 料 月 額 等 

給 

料 

市長 ９３０,０００円 

副市長 ７６３,０００円 

教育長 ６９２,０００円 

報 
 

酬 

議長 ５６０,０００円 

副議長 ４８４,０００円 

常任委員長及び運営委員長 ４５９,０００円 

議員 ４５３,０００円 

期
末
手
当 

 
 
 
 
 

市長 

（令和２年度支給割合）      

  ６月期 １．７５月分 

 １２月期 １．８５月分 

計 ３．６０月分 

副市長 

（令和２年度支給割合）      

６月期 １．８０月分        

１２月期 １．９０月分        

計 ３．７０月分        

教育長 

（令和２年度支給割合）      

６月期 １．８０月分        

１２月期 １．９０月分        

計 ３．７０月分        

議長 

副議長 

常任委員長及び運営委員長 

議員 

（令和２年度支給割合）      

６月期 ２．１０月分        

１２月期 ２．３０月分        

計 ４．４０月分        

（注）常勤の特別職には給料を、非常勤の特別職には報酬を支給することとされています。 

（注）令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の市民生活への影響に鑑み、期末手当

を総額から 10％～25％減額し支給しています。 
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(12) ラスパイレス指数の状況 

ラスパイレス指数とは、国家公務員の俸給を１００として見た場合に、地方公共団体の職 

員の給与水準を示す指数です。推移は、次のとおりです。 

 

＊ラスパイレス指数の算出方法 

茅ヶ崎市職員と国家公務員について、それぞれを学歴別・経験年数別に区分し、茅ヶ崎市 

職員の構成が国家公務員と同一であると仮定のうえ、区分ごとに茅ヶ崎市職員と国家公務員

の給料を比較して算出します。 

 

(13) 給与改定の概要 

  市の職員の給与は、地方公務員法に基づき、国家公務員や他の地方公共団体の職員の給与、 

民間企業従業員の給与及び生計費等を総合的に考慮したうえで市の条例で定めています。 

 

(14) 旅費の概要 

公務出張及び赴任に要する費用を旅費として支給しています。 

その支給内容の概要は、次のとおりです。 

区  分 内         容 

鉄道賃・船

賃・航空賃・

車賃 

実費を支給します。なお、片道１００km以上の旅行は急行料金、片

道１２０km 以上の旅行は座席指定料金を支給しています。 

日  当 

２,０００円を支給します。ただし、平塚市、藤沢市又は寒川町への

出張には支給せず、平塚市、藤沢市及び寒川町を除く神奈川県内へ

の出張には、１,０００円を支給します。 

宿 泊 料 

宿泊を要する場合は、１泊につき１４,０００円の範囲内で実費を

支給しています。（宿泊料に食事代を含まない場合は、朝食代として

１,０００円、夕食代として２,０００円を支給しています。） 

支 度 料 外国への出張には、支度に要する費用を支給しています。 

 

 

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

茅ヶ崎市 101.3 100.2 99.8 100.0 99.5

99.5

99.7

99.9

100.1

100.3

100.5

100.7

100.9

101.1

101.3

101.5
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４ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

 

(1) 職員の勤務時間、休憩時間の概要 

（令和３年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、原則として８時３０分から１７時１５分までのうち１日７時間４５分

と定められています。休憩時間は１時間です。 

8:30                 12:00            13:00                      17:15 

 

 

 

 

(2) 職員の年次有給休暇の概要と取得状況 

   労働基準法及び茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の規定により、原則として

１年に２０日の年次有給休暇が与えられます。 

 

 （各年１月１日から１２月３１日） 

平 均 取 得 日 数 

令和２年 令和元年 

１０．６０日 １０．７３日 

 

(3) 特別休暇の概要と取得状況  

   年次休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

種    類 付 与 日 数 
取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

公民としての権利の行使 

（職員が選挙権その他公民としての権利

を行使する場合で、その勤務しないこと

がやむを得ないと認められるとき） 

その都度必要と認める日数又

は時間 
０ ０ 

官公署への出頭 

（職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人

等として国会、裁判所、地方公共団体の

議会その他官公署へ出頭する場合で、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認め

られるとき） 

その都度必要と認める日数又

は時間 

 ０  ０ 

骨髄移植等 

（骨髄移植のための骨髄提供などに伴い

必要な検査、入院等のために勤務しない

ことがやむを得ないと認められるとき） 

その都度必要と認める日数又

は時間 
０ ０ 

休憩時間 
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社会に貢献する活動 

（職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で社会に貢献する活動を行う場合で、そ

の勤務しないことが相当であると認めら

れるとき） 

１年につき５日を超えない範

囲内において必要と認める期

間 ２ ２ 

職員の結婚 

（職員が結婚する場合で、結婚式、旅行

その他の結婚に伴い必要と認められる行

事等のため勤務しないことが相当である

と認められるとき） 

対象期間内で連続する８日の

範囲内の期間 

１７ ５１ 

妊娠中の保健指導・健康診査 

（妊娠中又は産後１年以内の女性職員が

保健指導又は健康診査を受ける場合） 

妊娠6月までに4週間に1回、

妊娠7月からは2週間に1回、

産後 1 年まではその間に 1 回

その都度必要と認める時間 

３２ ２６ 

妊娠中の通勤緩和 

（妊娠中の女性職員が通勤に利用する

交通機関の混雑の程度が母体又は胎児

の健康保持に影響があると認められる

場合で、その勤務しないことが相当で

あると認められるとき） 

正規の勤務時間の始め又は終

わりにおいて、１日につき１

時間を超えない範囲内でそれ

ぞれ必要と認める時間 
５ ４ 

女性職員の分べん（出産前） 

（８週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）以

内に出産する予定である女性職員が申し

出た場合） 

分べん予定日以前８週間前

(多胎妊娠の場合は１４週間

目)に当たる日から分べんの

日までの期間 

６３ ７３ 

女性職員の分べん（出産後） 

（女性職員が出産した場合 出産の日の

翌日から８週間を経過する日までの期

間） 

出産日の翌日から８週間を経

過する日までの期間 

 
６６ ７７ 

育児時間 

（生後１年に達しない子を育てる職員

が、その子の保育のために必要と認めら

れる授乳等を行う場合） 

１日２回それぞれ３０分若し

くは１日１回６０分を超えな

い範囲内の期間 

（男性職員にあっては、その

子の当該職員以外の親が同様

の休暇を請求した場合は、各

回の期間を差し引いた期間を

超えない範囲） 

４ １ 

職員の配偶者の分べん 

（職員が妻の出産に伴い勤務しないこと

が相当であると認められる場合） 

分べんの日から２週間以内に

おいて３日を超えない範囲内

の期間 

５１ ７１ 
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育児参加 

（職員の妻が出産する場合であってその

出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合は

14 週間）前の日から当該出産の日後８週

間を経過する日までの期間にある場合に

おいて、当該出産に係る子又は小学校就

学の始期に達するまでの子を養育する職

員が、これらの子の養育のため勤務しな

いことが相当であると認められるとき） 

当該期間内において５

日を超えない範囲内の

期間 

 

４２ ６４ 

子の看護 

（小学校就学の始期に達するまでの子を

養育する職員が、その子の看護のため勤

務しないことが相当であると認められる

場合） 

１年につき５日（子が２人以

上の場合にあっては、１０日）

を超えない範囲内において必

要と認められる期間。 

１５０ ２０２ 

要介護者の介護（短期） 

（要介護者の介護その他の市長が定める

世話を行う職員が、当該世話を行うため

勤務しないことが相当であると認められ

る場合） 

１年につき５日（要介護者が

２人以上の場合にあっては、

１０日）を超えない範囲内に

おいて必要と認められる期

間。 

３５ ３０ 

職員の親族の死亡 

（職員の親族が死亡した場合で、職員が

葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必

要と認められる行事等のため勤務しない

ことが相当であると認められるとき） 

親族に応じ定めた連続する日

数（葬儀のため遠隔の地に赴く

場合にあっては、往復に要する

日数を加えた日数）の範囲内の

期間 

２２９ ２５７ 

親族の追悼のための特別な行事 

（職員が配偶者、父母又は子の追悼のた

めの特別な行事のため勤務しないことが

相当であると認められる場合） 

１日 

２１ １８ 

夏季 

（職員が夏季における盆等の諸行事、心

身の健康の維持及び増進又は家庭生活の

充実のため勤務しないことが相当である

と認められる場合） 

７日（育児短時間勤務職員等、

再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員にあって

は、その者の勤務時間等を考慮

し、市長が別に定める日数）の

範囲内の期間 

２，２５９ ２，２２３ 

  



 

17 

長期にわたる勤続 

（長期にわたり勤続した職員が心身の活

力を維持し、及び増進するため勤務しな

いことが相当であると認められる場合） 

※職員が当該年度の前年度において勤務

年数が通算して１０年、１５年、２０年、

２５年、３０年、３５年又は４０年に達

した場合 

１０年 当該年度中に２日 ５０ ５６ 

１５年 当該年度中に２日 ３５ ４４ 

２０年 当該年度中に３日 １１ １５ 

２５年 当該年度中に３日 ２０ ２９ 

３０年 当該年度中に５日 ３１ ２６ 

３５年 当該年度中に３日 １５ ２１ 

４０年 当該年度中に３日 １４ ５ 

災害による現住居の滅失等 

（地震、水害、火災その他の災害により

次のいずれかに該当する場合その他これ

らに準ずる場合で、職員が勤務しないこ

とが相当であると認められるとき） 

当該期間内における７

日の範囲内の期間 

－ － 

災害又は交通機関の事故等による出勤

困難 

（地震、水害、火災その他の災害又は交

通機関の事故等により出勤することが著

しく困難であると認められる場合） 

その都度必要と認める日数又

は時間 

３１３ ６２ 

災害又は交通機関の事故等による危険

回避 

（地震、水害、火災その他の災害又は交

通機関の事故等に際して、職員が退勤途

上における身体の危険を回避するため勤

務しないことがやむを得ないと認められ

る場合） 

その都度必要と認める日数又

は時間 

－ － 

生理 

（生理日の就業が著しく困難な場合） 

その都度必要と認める日数 

※３日目以降連続して取得す

る場合にあっては病気休暇の

期間として算入 

１９ １９ 

（注）災害又は交通機関の事故等による出勤困難休暇については、新型コロナウイルス感染症の感染疑い（濃厚

接触等含む）や同感染症の影響によって休校（休園）となった際の子の監護も対象としています。 
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(4) 介護休暇等の概要と取得状況 

   職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度として、介護休暇と介護時間があ

ります。介護休暇は通算して６月の期間内において、１日単位又は時間単位で取得すること

ができます。介護時間は連続する３年の期間内において、１日につき２時間を超えない範囲

で、３０分単位で取得することができます。 

 

区 分 
取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

介護休暇 ４人 １人 

介護時間 ５人 ４人 

 

(5) 病気休暇の概要と取得状況 

   職員が負傷又は疾病のために勤務できない場合は、医師の診断書等に基づき、療養のため

に必要最低限の期間、勤務することが免除されます。 

 

取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

１８２人 １７９人 
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(6) 安全衛生管理体制の整備状況  

   事業場の規模及び業種によって、安全衛生管理者等を選任し、設置する必要があります。  

                                                  （各年４月１日現在）   

組 織 等 説     明 

令和２年度 令和元年度 

設 置 す

べ き 事

業場数 

う ち 設

置 事 業

場数 

設 置 す

べ き 事

業場数 

う ち 設

置 事 業

場数 

総括安全衛

生管理者 

安全衛生管理者及び衛生管理者の指揮

及び労働者の危険又は健康障害を防止す

るための措置等の事業場の安全衛生に関

する業務の統括管理を行う者 

１ １ １ １ 

安全管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、職

場の設備や作業方法等に危険がある場合

における応急措置等、安全に係る技術的事

項を管理する者 

２ ２ ２ ２ 

衛生管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、健

康に異常のある者の発見及び措置並びに

作業環境の衛生上の調査等衛生に係る技

術的事項を管理する者 

７ ７ ７ ７ 

産業医 健康診断及び面接指導を実施する等、労

働者の健康管理等にあたるとともに、事業

者又は総括安全衛生管理者を指導助言す

る等、専門家として活動する医師 

７ ７ ７ ７ 

衛生委員会 労働者の健康障害を防止するための基

本対策等で衛生に関する重要事項につい

て調査審議するため設置される委員会 

７ ７ ７ ７ 

安全委員会 労働者の危険を防止するための基本対

策等で安全に関する重要事項について調

査審議するため設置される委員会 

１ １ １ １ 
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５ 職員の休業の状況 

 

(1) 育児休業等の概要と取得状況  

   職員が育児をするための休業制度として育児休業と部分休業があります。育児休業は子が

３歳に達するまでの期間、１日単位で取得することができます。部分休業は子が小学校に就

学するまでの期間、１日につき２時間を超えない範囲で３０分単位で取得することができま

す。 

 

区 分 
取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

育児休業 １６７人（１０） １７２人（１１） 

部分休業 １０８人（２） １０５人（２） 

（注）（）内は、男性の取得者数であり内数です。 

 

(2) 就学部分休業の概要と取得状況 

大学その他の教育施設における修学のため、２年を超えない範囲内において、職員の 1 週

間当たりの通常の勤務時間の２分の１を限度として、就学部分休業を取得することができま

す。 

 

取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

１人 ０人 

 

(3) 高齢者部分休業の概要と取得状況 

５５歳に達した職員が定年退職日までの期間中、職員の１週間当たりの通常の勤務時間の

２分の１を限度として、高齢者部分休業を取得することができます。 

 

取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

１人 ０人 
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(4) 自己啓発等休業の概要と取得状況 

大学等課程の履修又は国際貢献活動を行うために３年を超えない範囲内において、自己啓

発等休業を取得することができます。 

   

取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

０人 ０人 

 

(5) 配偶者同行休業の概要と取得状況 

外国での勤務等により外国に滞在する配偶者と生活を共にするため、３年を超えない範囲

内において、配偶者同行休業を取得することができます。 

 

取 得 者 数 

令和２年度 令和元年度 

０人 ０人 

 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

   職員は、身分を保障されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処分により職を

失ったり、降任されたり、給料を減額されたりします。 

   分限処分とは、公務の能率の維持のために行う処分であり、傷病によりやむを得ず休職する

場合も含みます。懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行があった場合に公務員関係

の秩序を維持するために行う処分です。 
 
 

(1) 分限処分の状況                        

 （単位：人）                  

処 分 事 由 
令和２年度 令和元年度 

免職 降任 休職 免職 降任 休職 

勤務実績が良くない場合 － －  － －  

心身の故障の場合 － － ６８ － － ６５ 

職に必要な適格性を欠く場合 － －  １ －  

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に
より廃職又は過員を生じた場合 

－ －  － －  

刑事事件に関し起訴された場合   －   － 

計 － － ６８ １ － ６５ 
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(2) 懲戒処分の状況              

                                  （単位：人）                            

 

 

７ 職員の服務の状況 

 

(1) 服務に関する基本原則の概要 

基 本 原 則 概    要 

職務専念義務 職員は、全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行し

なければなりません。 

 

処 分 事 由 
令和２年度 令和元年度 

免職 停職 減給 戒告 免職 停職 減給 戒告 

給 与

任 用

に 関

す る

不 正 

諸給与の不正領得 － － － － － － － － 

受験採用の際の虚偽行為 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

一 般

服 務

違 反

等 関

係 

守秘義務違反 － － － － － － － － 

政治的行為違反 － － － － － － － － 

違法な職員組合活動 － － － － － － － － 

営利企業等従事制限違反 － － － － － － － － 
欠勤・遅刻・早退・勤務態
度の不良等 － － － － － － － － 

公職選挙法違反 － － － － － － － － 

休暇の不正利用・虚偽申請 － － － － － － － － 

職場内秩序びん乱 － － － － － － － － 

セクシャル・ハラスメント － － － － － － － － 

通常業務処理不適正 － － － － － － － － 

公金官物処理不適正 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

公 務

外 非

行 関

係 

傷害・暴行の刑法違反 － － － － － － － － 

金銭・異性関係等の非行 － － － － － － － － 

その他 － － － － － １ － － 

収 賄

等 関

係 

収賄 － － － － － － － － 

横領 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

交 通

事 故

交 通

法 規

違 反 

職務遂行中 － － － － － － － － 

職務遂行中以外 － － － － － － － － 

管理監督者責任 － － － － － － － － 

合計 － － － － － １ － － 



 

23 

信用失墜行為の禁止 職員は、職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行

為をしたりしてはなりません。 

営利企業等の従事制限 営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合

には、許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は、争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。 

政治的行為の制限 職員は、政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政

治的行為が禁止されています。 

 

(2) 営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況 

   職員は、許可を受ければ営利企業等に従事することができます。   （単位：件） 

許 可 し た 内 容 
許 可 件 数 

令和２年度 令和元年度 

講師 ６８ ２８ 

執筆活動 ４ ３ 

その他（検診医師、保護司、指導員等） ３９ １１５ 

計 １１１ １４６ 

 

８ 職員の退職管理の状況 

 

地方公務員法の改正（平成２８年４月１日施行）により、退職管理に関する事項が規定され、

退職後に営利企業等に再就職した元職員による現職職員への働きかけが禁止されました。本市で

は、「茅ヶ崎市職員の退職管理に関する規則」を制定し、再就職者による働きかけの規制及び罰

則について必要な事項を定めています。 

 

９ 職員の研修の状況 

 

(1) 令和２年度職員研修の基本方針の概要 

   次に掲げる内容を基本方針として職員研修を実施しました。 

ア 令和２年度は、「新型コロナウイルス市内感染のまん延防止に係る取り組み方針」（令

和２年２月２１日策定）に基づき、令和２年度の研修については、必要性及び緊急性の

高いもの（主に新採用職員及び管理監督職に昇任昇格した職員を対象とした研修）に限

定し、実施します。 

イ 新しい生活様式における研修のあり方について検討を進め、研修実施方法については、

集合研修に加え、イーラーニングなど新たな手法での実施可能性について検討し、試行

的に実施します。 

ウ 今年度の実施を見送る他の研修については、対象・内容・実施手法等を再検討し、次

年度に実施することとします。 

エ 集合研修実施にあたっては、厚生労働省が示す新型コロナウイルスの感染防止対策を

行うとともに、研修参加者に対しても注意喚起を促します。 
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(2) あるべき職員の姿 

 平成２５年１月に策定した「茅ヶ崎市職員の人材育成基本方針（改訂版）」では、「あるべ

き職員の姿」として次の４項目を掲げています。 

ア 全体の奉仕者として、茅ヶ崎市を愛し、使命感と責任感を持った職員 

イ 行政経営の担い手として、専門性とコスト意識を持った職員 

ウ 社会情勢の変化に応じて、前例にとらわれず、現状及び将来を見据えた施策を自発的に

考える職員 

エ 豊かな人間性を持ち、組織内でのチームワークを大切にしながら、市民と協働し、課題

にチャレンジし続ける職員 

 

(3) 研修方針・体系の概要と実施状況 

   研修体系は、「一般研修」、「派遣研修」、「職場研修」及び「自己啓発」の４本を大きな柱と

して構成されています。 

ア 一般研修の実施状況 

令和２年度は、全８の研修講座を実施しました。詳細については、次に掲げる別表第１及

び別表第２のとおりです。 

 

別表第１ 一般研修の実施状況（階層別研修）              （単位：人） 

 研 修 名 称 対   象 目        標 修了者 

階 

層 

別 

研 

修 

新採用職員 

（前期＋後期）研修 
新採用職員 

地方公務員としての自覚と意

識の確立を図るとともに、市

職員として必要な基礎的知識

を修得する。 

６２ 

新採用職員 

（地方自治法および

地方公務員法）研修 

新採用職員 

地方自治法および地方公務員

法について、基礎的な知識習

得を図るとともに、市職員と

しての法適用能力向上を図

る。 

５４ 

新採用職員 

（年度末）研修 
新採用職員 

採用されてからの期間をふり

かえるとともに、自治体を取

り巻く現状と課題について認

識を新たにする。 

３９ 

課長補佐級職員 

（マネジメント）研修 

課長補佐にある職

員 

自治体マネジメントの理論を

体系的に理解するとともに、

課長補佐職としてのマネジメ

ント上の責務と役割を再認識

し、職場で実践できるマネジ

メントとその技術を学ぶ。更

に課長補佐職として必要な政

策形成能力・ＯＪＴ推進力・

コミュニケーション能力の強

化に向けての基礎能力の修得

を図る。 

２１ 



 

25 

課長級職員 

（マネジメント）研修 

課長級昇格、昇任

者 

マネジメントの全体像から、

管理者としての責務・役割を

再認識し、「目標によるマネジ

メント」の理論とその技術を

体系的に修得することによ

り、管理能力を高める。 

１１ 

任期付職員研修 

令和元年１１月１

日以降に採用の育

児休業代替任期付

職員 

地方公務員としての自覚と意

識の確立を図るとともに、市

職員として必要な基礎的知識

を修得する。 

１０ 

 

別表第２ 一般研修の実施状況（特別研修）               （単位：人） 

 研 修 名 称 対   象 目        的 修了者 

 

監督職職員向けメン

タルヘルス研修会 

令和２年４月以降

に新たに担当主査

以上課長補佐以下

となった職員、令

和元年度中に本研

修を受講できなか

った職員 

ラインケアの必要性の理解を

深め、監督職に求められるメ

ンタルヘルス不調者への対処

法を学ぶ。 

２５ 

メンタルヘルス研修 

令和２年度に採用

された職員、令和

元年度中に本研修

を受講できなかっ

た職員 

メンタルヘルスの基礎を学

び、ストレス自己診断尺度を

用いて、ストレス反応の傾向

を知る。日常的なメンタルヘ

ルスケアの方法について考え

る。 

５２ 

 

イ 派遣研修の実施状況                        （単位：人） 

派     遣     先 講 座 数 派遣人数 

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー） ２ ２ 

財団法人神奈川県都市整備技術センター ６ １０ 

早稲田大学マニフェスト研究所人材マネジメント部会 １ ３ 

その他各種団体 ４ ４ 

   

ウ 職場研修の実施状況 

(ｱ) 職場研修支援 

   新採用職員職場指導員制度 

   接遇指導員制度 

(ｲ) 各職場での職場研修 
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1) 共済組合の短期給付及び長期給付の概要 

   茅ヶ崎市の常勤職員は、神奈川県市町村職員共済組合（以下、共済組合）に加入して、短

期・長期給付を受けることができます（栄養士、教育施設業務員、学校給食調理員等一部の

職員は公立学校共済組合に加入しています。）。 

共済組合は、常時勤務する職員を組合員として組織される団体で、職員からの掛金と地方

公共団体からの負担金等により運営されています。 

 

ア 短期給付 

法 定 給 付  

保健給付 病気、負傷等の場合に支払われる給付 

休業給付 育児休業等の場合に支払われる給付 

災害給付 災害等に支払われる給付 

法定外給付 附加給付 法定給付以外の給付 

   

イ 共済組合の長期給付（厚生年金相当部分） 

老齢・ 

退職給付 
老齢厚生年金 

原則として、組合員期間などが１０年以上で、かつ、

６５歳以上であるときに支給 

障害給付 

障害厚生年金 
在職中に初診日のある病気やケガにより、一定程度の

障害の状態になったときに支給 

障害手当 金 
公務によらない病気やケガで退職した場合に軽度の

障害の状態にあるときに支給 

公務障害年金 
公務による病気やケガにより障害の状態になったと

きに支給 

遺族給付 
遺族厚生年金 在職中または退職後に死亡したときに支給 

公務遺族年金 公務による病気やケガにより死亡したときに支給 

 

ウ 国民年金からの給付（基礎年金） 

老齢基礎年金 
保険料納付期間などが１０年以上ある人が６５歳になったときに

支給 

障害基礎年金 
初診日前に保険料納付済期間などが加入期間の３分の２以上ある

人が、障害等級１級または２級に該当する障害になったときに支給 

遺族基礎年金 

被保険者または老齢基礎年金受給権者が死亡したときで、その人に

扶養されていた子（１８歳の最初の３月３１日までの間の子）がい

るなどのときに支給 
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(2) 共済組合の福祉事業の概要 

     共済組合は、福祉事業として、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業等の保健・保養及

び教養に資する事業、保養所経営等の宿泊事業、住宅貸付等の貸付事業、貯金事業、物資の

斡旋
あっせん

事業等職員の福祉のための事業を行っています。 

保 健 等 事 業 
人間ドック等の補助金、特定健康診査事業、委託保養所の利用

助成券の配布等 

貸 付 事 業   普通貸付、住宅貸付、災害貸付、高額医療貸付、入学貸付等 

貯 金 事 業 給料から控除による貯金 

物資の斡旋
あっせん

事業 自動車代金の立替払をし、割賦により職員から返済を受ける。 

 

(3) 公務災害補償の概要と実施状況 

   公務（通勤）において、災害が発生し、職員が傷病を受け、又は死亡した場合には、地方公

務員災害補償基金及び条例により一定の補償がなされます。   （単位：件） 

区   分 
令和２年度 令和元年度 

傷 病 死 亡 傷 病 死 亡 

通勤災害 
新規認定件数 １４ － ４ － 

補償件数 １４ － ４ － 

公務上の災害 
新規認定件数 ２９ － １８ － 

補償件数 ２９ － １８ － 

計 
新規認定件数 ４３ － ２２ － 

補償件数 ４３ － ２２ － 

 

(4) 職員の健康診断等の概要 

 労働安全衛生法に基づき、職員の定期健康診断を実施しています。 

健診結果配付時には、保健師または会計年度任用職員の看護師による面談を行い、職員の

健康管理を支援しています。 

 

(5) メンタルヘルスへの対応状況 

ア 毎月 1 回、精神科医による産業医面談を実施し、休職中の職員の職務復帰を支援して

います。 

イ 臨床心理士によるカウンセリング窓口を開設し、職員の心の健康づくりを支援してい

ます。 

ウ 臨床心理士等の専門家を講師としたメンタルヘルスケア研修を実施しています。 

エ 職員一人ひとりが自分の心の健康状態を知り、セルフケアができるよう、年 1 回スト

レスチェックを実施しています。 

オ ラインケアへの理解を深めるため、管理監督職への研修を実施しています。 
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(6) セクシャルハラスメントへの対応状況 

職員の相談窓口を設置し、随時相談を受け付けています。相談を受けた場合は、必要に応

じて所属長等と連携して対応します。 

 

(7) その他職員福祉のための互助会組織で行われている独自の制度の概要 

 市からの委託料を基に実施されている事業としては、以下の６つです。（令和２年度実

績） 

ア 職員の健康管理のため人間ドック助成 

（利用人数 752 人  利用金額 9,024,000 円） 

  イ 職員の健康管理のため脳ドック助成 

（利用人数 150 人  利用金額 1,190,000 円） 

  ウ 職員の健康管理のため婦人科検診助成 

（利用人数 310 人  利用金額 589,930 円） 

  エ 職員の健康管理のためインフルエンザ予防接種代金助成 

（利用人数 1,172 人 利用金額  1,758,000 円） 

オ 職員の元気回復のため保養施設利用への助成 

（利用人数 791 人 利用金額 1,186,500 円） 

カ 職員の元気回復のため、各体育部・文化部への活動助成（利用金額  988,900 円） 

  ※例年参加している湘南６市役所大会・囲碁将棋大会は新型コロナウイルス感染症感

染拡大防止のため、中止となりました。 

 

１１ 公平委員会の業務の状況（措置要求及び審査請求） 

 

(1) 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求するこ

とができます。 

                      （単位：件）   

令和２年度 

当初係属件数 

新規要求 

件  数 

処 理 件 数 令和２年度 

末係属件数 認 容 棄 却 却 下 取下げ 合 計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

(2) 不利益処分に関する審査請求の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して公平委員会に審査請求をする

ことができます。 

                     （単位：件）  

令和２年

度当初係

属件数 

新 規 

請 求 

件 数 

処 理 件 数 令和２年度

末係属件数 処 分 

取消し 

処 分 

修 正 
棄 却 却 下 取下げ 合 計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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